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2023年度税制改正 

外国子会社合算税制における特定外国関
係会社の会社単位の合算課税に係る閾値
の見直し 
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2023年度税制改正では、OECD/G20の「BEPS包摂的枠組み」により合意された
デジタル課税に係る「第2の柱」におけるGloBEルールのうち、所得合算ルール
（IIR: Income Inclusion Rule）に相当する「各対象会計年度の国際最低課税額
に対する法人税」が法人税法において創設される予定です（*）。 

これに伴い、上記の新たに創設される規定の対象となる企業に追加的な事務負
担が生じることが見込まれること等をふまえ、外国子会社合算税制について、
特定外国関係会社の会社単位の合算課税に係る閾値の見直し及び申告書添付書
類の見直し等が提案されています。 

このニュースレターでは、上記の見直しのうち特定外国関係会社の会社単位の
合算課税に係る閾値の見直しの概要についてお知らせするとともに、この見直
しが2023年3月期以降の税効果会計に及ぼす影響について解説いたします。 

（*） 「各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」の創設に伴い、「特定
基準法人税額に対する地方法人税」が地方法人税法において創設される予定
です。これらの規定に係る改正案の詳細は、2022年12月22日発行のTax 

Newsletter「2023年度税制改正大綱」をご覧ください。 
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I. 特定外国関係会社の会社単位の合算課税に係る閾値の見直し

1. 見直しの概要

外国関係会社のうち特定外国関係会社（ペーパーカンパニー、キャッシュボッ
クス及びブラックリストカンパニー）に該当するものは、その租税負担割合が
30％未満の場合には、特定外国関係会社の各事業年度の決算に基づく所得金額
に一定の調整を行った金額をその親法人である内国法人において合算課税する
こととされています（会社単位の合算課税）。

2023年度税制改正により、その特定外国関係会社に係る会社単位の合算課税の
適用免除要件である租税負担割合の閾値が、以下の表に示すように、「30％未満」
から「27％未満」に引き下げられる予定です。 

【現行法】 

租税負担割合 
外国関係会社の区分 

20％未満 
20％以上かつ 

30％未満 
30％以上 

特定外国関係会社 
（ペーパーカンパニー、キャッシュボックス及びブラック 
リストカンパニー） 会社単位の 

合算課税 
特定外国関係 
会社以外 

対象外国関係会社 
（経済活動基準のいずれかを満たさない） 

合算課税なし 
部分対象外国関係会社 
（経済活動基準の全てを満たす） 

受動的所得の
合算課税 

【改正案】 

租税負担割合 
外国関係会社の区分 

20％未満 
20％以上かつ 

27％未満 
27％以上 

特定外国関係会社 
（ペーパーカンパニー、キャッシュボックス及びブラック 
リストカンパニー） 会社単位の 

合算課税 
特定外国関係 
会社以外 

対象外国関係会社 
（経済活動基準のいずれかを満たさない） 

合算課税なし 
部分対象外国関係会社 
（経済活動基準の全てを満たす） 

受動的所得の
合算課税 

2023年度税制改正を加味した、外国関係会社合算税制の適用関係の判定フロー
は次ページのとおりです。 
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（出典） 財務省「令和5年度 税制改正（案）について」（日本租税研究協会会
員懇談会「令和5年度税制改正説明会」（2023年1月23日開催）におい
て使用された資料）P.35を一部加工 

2. 見直しの効果

経済産業省から公表されている「令和5年度（2023年度）経済産業関係 税制改
正について」によれば、法定税率27％から30％の範囲には、日本企業が多数進
出しているドイツ、韓国、米国のカリフォルニア州やニューヨーク州等が含ま
れ（下記の図表をご参照ください。）、アンケートに基づく機械的な試算では、
外国子会社合算課税の対象となっている一定の外国子会社のうち約4割が除外
可能となる見込みとのことです。 

（出典）経済産業省「令和5年度（2023年度）経済産業関係 税制改正について」
P.56を一部加工 
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上記の見直しにより、企業の事務負担は一定程度軽減される見込みですが、特
に法定税率が27％に近い国・地域に所在する外国関係会社については、その租
税負担割合が27％以上であるかどうかを詳細に検討しなければならないケース
も想定されるため、留意が必要です。 

3. 適用時期 

1.の改正は、内国法人の2024年4月1日以後に開始する事業年度について適用さ
れます。 

II. 税効果会計に及ぼす影響 

I.1.に示したとおり、現在、内国法人が有する特定外国関係会社の租税負担割合
が30％未満の割合である場合、その特定外国関係会社については会社単位の合
算課税の対象とされていますが、2023年度税制改正により、内国法人の2024年
4月1日以後に開始する事業年度からは、その有する特定外国関係会社の租税負
担割合が27％未満の割合である場合、その特定外国関係会社については会社単
位の合算課税の対象とされる予定です。 

したがって、たとえば、内国法人が2023年3月期において繰延税金資産の回収可
能性の判断をするにあたり、その有する特定外国関係会社の租税負担割合が
27％以上かつ30％未満の割合である場合、その特定外国関係会社は合算課税の
対象外となることから、将来の課税所得の見積額が減少し、繰延税金資産の回
収可能性に影響が生じる場合もありますので留意が必要です。
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